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各  位 

 

会 社 名  かがやきホールディングス株式会社 

代 表 者 名  代 表 取 締 役 社 長  稲垣  靖 

（コード番号：624A 名証ネクスト市場） 

問 合 せ 先  取締役管理本部本部長  岡本和也 

  （TEL 03-6258-0570） 

 

名古屋証券取引所ネクスト市場への上場に伴う当社決算情報等のお知らせ 

 

当社は、本日2026年９月18日に名古屋証券取引所ネクスト市場に上場いたしました。今後とも、なお一層

のご指導ご鞭撻を賜りますよう、よろしくお願い申し上げます。 

なお、2027年６月期（2026年７月１日から 2027年６月30日まで）における当社グループの連結業績予想は

次のとおりであります。また、最近の決算情報等につきましては別添のとおりであります。 

 

【連結】                                  （単位：百万円、％） 

決算期 

 

項 目 

2027年６月期 

（予想） 

2026年６月期 

（実績） 

2025年６月期 

（実績） 

 
対売上 

高比率 
対前期 

増減率 

 
対売上 

高比率 

対前期 

増減率 
 

対売上 

高比率 

売上高 2,188 100.0 109.1 2,006 100.0 99.9 2,008 100.0 

営業利益 258 11.8 118.0 219 10.9 76.6 286 14.3 

経常利益 235 10.8 111.3 211 10.6 76.9 275 13.7 

当期純利益 132 6.1 110.4 119 6.0 71.0 168 8.4 

１株当たり当期純利益 106円12銭 105円45銭 148円47銭 

１株当たり配当金 未定 ― ― 

（注）１．2025年６月期（実績）及び2026年６月期（実績）の１株当たり当期純利益は、期中平均発行済株

式数により算出しております。 

２．2027年６月期（予想）の１株当たり当期純利益は、公募予定株式数（140,000株）を考慮した予定

期中平均発行済株式数により算出し、オーバーアロットメントによる売出しに関する第三者割当

増資に係る株式数（最大30,000株）は考慮しておりません。 

 

  



 

【2027年６月期業績予想の前提条件】 

本資料に記載の2027年６月期の業績予想数値は、2026年６月に開催した当社の取締役会にて決議した予

算数値を採用しております。 

 

１. 当社グループ全体の見通し 

2026年６月期における当社グループ連結での売上高は2,006百万円(前期比0.1％減)、経常利益は211百

万円(前期比23.1％減)となりました。セグメント別にみると、コンサルティング事業の売上高は1,068百

万円（前期比95.0％）で減収となった一方、人材派遣事業の売上高は920百万円（前期比106.2％）と堅

調な推移となっております。今後も中堅・中小企業のニーズは高まることが見込まれ、それらのニーズ

に対応すべく人的資本の強化にも注力しております。 

以上のことを踏まえ、2027年６月期の当社グループの業績予想は、売上高は2,188百万円（前期比

9.1％増）、営業利益は258百万円(前期比18.0％増)、経常利益は235百万円(前期比11.3％増)、親会社株

主に帰属する当期純利益は132百万円(前期比10.4％増)を見込んでおります。 

 

２．業績予想の前提条件 

（１）売上高 

  当社グループの売上高は、大別すると下記２つに区分されます。 

・「安定的・長期的売上」 顧問契約等に基づき安定的に売上の継続が見込まれる売上 

・「単発的・短期的売上」 業務委託契約等に基づき単発的に計上が見込まれる売上 

  以下では、２つのセグメント、その中に含まれる６つの業務（及び業務を実施する連結子会社）、そこ

からさらに細分化した18のサービスごとに「安定的・長期的売上」と「単発的・短期的売上」のいずれに

該当するかを記載させていただきます。６つの業務を実施する連結子会社ごとに、上記の考え方に基づき

売上高の予想額を精緻に算出しております。 

① コンサルティング事業 

１）経営コンサルティング業務（かがやきコンサルティング株式会社） 

 ・経営計画・改善計画の策定  「単発的・短期的売上」 

 ・経営顧問     「安定的・長期的売上」 

 ・事業承継支援    「単発的・短期的売上」 

 ・Ｍ＆Ａにおけるデューデリジェンス業務 「単発的・短期的売上」 

 ・補助金コンサルティング   「単発的・短期的売上」 

２）ＢＰＯ・ＤＸ支援業務（株式会社経理バンク） 

 ・ＢＰО     「安定的・長期的売上」 

 ・ＤＸ支援     「単発的・短期的売上」 

３）Ｍ＆Ａ支援業務（かがやきＭ＆Ａ株式会社） 

 ・Ｍ＆Ａアドバイザリーサービス  「単発的・短期的売上」 

４）不動産・リスクマネジメント業務（株式会社かがやき財産ネットワークス） 

 ・不動産ソリューション   「単発的・短期的売上」 

 ・リスクマネジメント   「安定的・長期的売上」 

５）パブリックコンサルティング業務（エスティコンサルティング株式会社） 

 ・公会計・財務書類作成支援   「安定的・長期的売上」 

・公会計コンサルティング   「単発的・短期的売上」 

・公営企業・法適用化支援   「単発的・短期的売上」 

・公営企業コンサルティング   「単発的・短期的売上」 

 

「安定的・長期的売上」については、前期から継続が見込まれる売上高に、新規契約による増加見込

額及び解約による減少見込額を考慮した上で算出しております（新規契約による増加見込額の算出にあ

たっては、直近の受注単価及び受注件数を考慮、解約による減少見込額の算出にあたっては、直近の解

約率及び平均契約単価を考慮）。 

「単発的・短期的売上」については、新規契約による受注見込額を算出しております（新規契約によ

る受注見込額の算出にあたっては、直近の受注単価及び受注件数を考慮）。 

   契約件数は966件（前期比15.8％増）を見込んでおり、コンサルティング事業は売上高1,271百万円



 

（前期比19.0％増）を見込んでおります。 

 

② 人材派遣事業 

１）人材派遣業務（かがやきパートナーズ株式会社） 

・会計・経理派遣業務    「安定的・長期的売上」 

・人事・労務派遣業務    「安定的・長期的売上」 

・登記・少額債権回収派遣業務  「安定的・長期的売上」 

・登録型派遣による企業への直接派遣業務 「安定的・長期的売上」 

契約件数は25件（前期比127.3％増）、派遣時間数は前期比10.8％増を見込んでいる一方で、派遣単価

の減少が見込まれる（「登録型派遣による企業への直接派遣業務」の増加見込みに伴う）ことから、人

材派遣事業は売上高900百万円（前期比2.2％減）を見込んでおります。 

以上のことから、2027年６月期通期での売上高は2,188百万円(前期比9.1％増)を見込んでおります。 

 

（２）売上原価、売上総利益 

当社グループの売上原価は、外部への業務委託費、外部への紹介手数料等であり、構成比としては大

きくありません（2026年６月期売上比実績2.9％）。2027年６月期においては、連結子会社ごとに予算売

上に対応して発生が見込まれる外部への業務委託費及び外部への紹介手数料等を精緻に算出しておりま

す。 

以上のことから、売上原価は64百万円(前期比10.1％増)、売上総利益は2,124百万円(前期比9.1％増)

を見込んでおります。 

 

（３）販売費及び一般管理費、営業利益 

販売費及び一般管理費は、人件費がその多くを占めております。 

人件費は、人事考課制度に基づく昇給及びグループ各社の人員採用計画に基づく人件費増加額をそれ

ぞれ考慮の上、算出しております。人的資本の強化は当社グループにとって重要事項の一つと位置付け

ており、人件費は1,510百万円（前期比6.4％増）を見込んでおります。 

販売費及び一般管理費は、勘定科目ごとで積上げを行っております。前期実績をベースに発生見込額

の確認を行い、前期のみ発生経費は減額、新たに発生が見込まれる経費を増額させ算出しております。 

以上のことから、販売費及び一般管理費は1,865百万円(前期比7.9％増)、営業利益は258百万円(前期

比18.0％増)を見込んでおります。 

 

（４）営業外損益、経常利益 

営業外収益については、大きな発生を見込んでおりません。 

営業外費用については、支払利息及び上場関連費用等により23百万円（前期比148.9％増）を見込んで

おります。 

以上のことから、経常利益は235百万円(前期比11.3％増)を見込んでおります。 

 

（５）特別損益、親会社株主に帰属する当期純利益 

特別利益及び特別損失は、大きな発生を見込んでおりません。 

以上のことから、親会社株主に帰属する当期純利益は132百万円(前期比10.4％増)を見込んでおります。 

 

【業績予想に関するご留意事項】 

本資料に記載されている当社の業績見通しについては、本資料の作成時点において入手可能な情報による

判断及び仮定を前提にしており、実際の業績は様々な要因によって異なる場合があります。 

 

以 上 

 

 



 

 

2026年６月期  決算短信〔日本基準〕（連結） 

    2026年９月18日 
上場会社名 かがやきホールディングス株式会社 上場取引所  名 
コード番号 624A ＵＲＬ  https://www.kagayaki-grp.com/holdings/ 
代表者 （役職名） 代表取締役社長 （氏名）稲垣  靖 
問合せ先責任者 （役職名） 取締役管理本部本部長 （氏名）岡本 和也 ＴＥＬ  03（6258）0570 
定時株主総会開催予定日 2026年９月28日 配当支払開始予定日 ― 
有価証券報告書提出予定日 2026年９月29日   
決算補足説明資料作成の有無：無  
決算説明会開催の有無      ：無  
 
 （百万円未満切捨て） 
１．2026年６月期の連結業績（2025年７月１日～2026年６月30日） 
（１）連結経営成績 （％表示は対前期増減率） 

 

 売上高 営業利益 経常利益 
親会社株主に帰属する 

当期純利益 

 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 

2026年６月期 2,006 △0.1 219 △23.4 211 △23.1 119 △29.0 

2025年６月期 2,008 12.9 286 71.2 275 58.9 168 73.9 
 
（注）包括利益 2026年６月期 116百万円 （△31.9％）  2025年６月期 170百万円 （69.7％） 
 

 
１株当たり 
当期純利益 

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益 

自己資本 
当期純利益率 

総資産 
経常利益率 

売上高 
営業利益率 

 円 銭 円 銭 ％ ％ ％ 

2026年６月期 105.45 ― 26.3 18.1 10.9 

2025年６月期 148.47 ― 54.0 23.8 14.3 
 
（参考）持分法投資損益 2026年６月期 ―百万円  2025年６月期 ―百万円 
（注）当社は、2024年11月13日付で普通株式１株につき100株の割合で株式分割を行っております。前連結会計年度の期

首に当該株式分割が行われたと仮定して、「１株当たり当期純利益」を算定しております。 
 
（２）連結財政状態 

 総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産 

 百万円 百万円 ％ 円 銭 

2026年６月期 1,168 514 44.0 452.03 

2025年６月期 1,166 397 34.1 349.81 
 
（参考）自己資本 2026年６月期 514 百万円  2025年６月期 397 百万円 
 
（３）連結キャッシュ・フローの状況 

 
営業活動による 

キャッシュ・フロー 
投資活動による 

キャッシュ・フロー 
財務活動による 

キャッシュ・フロー 
現金及び現金同等物 

期末残高 

 百万円 百万円 百万円 百万円 

2026年６月期 96 △10 △62 301 

2025年６月期 162 △10 △185 278 

 
２．配当の状況 

 
年間配当金 配当金総額 

(合計) 
配当性向 
（連結） 

純資産配当率 
（連結） 第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計 

 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％ 
2025年６月期 ― ― ― ― ― ― ― ― 

2026年６月期 ― ― ― ― ― ― ― ― 

2027年６月期（予想） ― 未定 ― 未定 未定  ―  

 
３．2027年６月期の連結業績予想（2026年７月１日～2027年６月30日） 
 （％表示は、対前期増減率） 
 

 売上高 営業利益 経常利益 
親会社株主に帰属 
する当期純利益 

１株当たり 
当期純利益 

 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭 

通期 2,188 9.1 258 18.0 235 11.3 132 10.4 106.12 

（注）当社は年次での業務管理を行っておりますので、第２四半期（累計）の連結業績予想の記載を省略しております。

詳細は、添付資料Ｐ.３「１．経営成績等の概況（４）今後の見通し」をご覧ください。  



 

 

 

※  注記事項 

（１）期中における連結範囲の重要な変更：無 

 
（２）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示 

①  会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 ：無 
②  ①以外の会計方針の変更               ：無 
③  会計上の見積りの変更                 ：無 
④  修正再表示                           ：無 

 
（３）発行済株式数（普通株式） 

①  期末発行済株式数（自己株式を含む） 2026年６月期 1,137,700 株 2025年６月期 1,137,700 株 

②  期末自己株式数 2026年６月期 ― 株 2025年６月期 ― 株 

③  期中平均株式数 2026年６月期 1,137,700 株 2025年６月期 1,137,700 株 

（注）2024年11月13日付で普通株式１株につき100株の割合で株式分割を行っております。前連結会計年度の期首

に当該株式分割が行われたと仮定して、「期中平均株式数」を算定しております。 

 
※  決算短信は公認会計士又は監査法人の監査の対象外です 
 
※  業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 

（将来に関する記述等についてのご注意） 

本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断

する一定の前提に基づいており、その達成を当社として約束する趣旨のものではありません。また、実際の業績等は

様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想の前提となる条件及び業績予想のご利用に当たっての注

意事項等については、添付資料Ｐ.３「１．経営成績等の概況（４）今後の見通し」をご覧ください。 
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１．経営成績等の概況 

（１）当期の経営成績の概況 

当連結会計年度におけるわが国経済は、雇用・所得環境の改善や各種政策の効果が緩やかな回復を支えること

が期待されるものの、中東情勢の影響を注視する必要があります。また、金融資本市場の変動の影響などに注意

が必要な状況となっています。 

このような経済状況の中、当社グループのクライアントである中堅・中小企業等が抱える経営課題は多岐にわた

っており、それらの課題を解決したいというクライアントニーズはこれまで以上に高まりを見せております。当社

グループの事業においては、「コンサルティング事業」と「人材派遣事業」という２つのセグメント、その中に含

まれる６つの業務を構成することにより、クライアントニーズに応えられるワンストップサービスの構築に取り組

んでまいりました。 

この結果、当連結会計年度の業績は、売上高は2,006百万円（前年同期比0.1％減）、営業利益は219百万円（同

23.4％減）、経常利益は211百万円（同23.1％減）、親会社株主に帰属する当期純利益は119百万円（同29.0％減）と

なりました。 

セグメントの業績は、次のとおりであります。 

 

（コンサルティング事業） 

コンサルティング事業の売上高は、中堅・中小企業等のクライアントを安定的に獲得はしたものの、不動産

売買における仲介手数料やＭ＆Ａ案件が減少した結果1,068百万円（前年同期比5.0％減）となり、セグメント

利益は121百万円（同41.8％減）となりました。 

（人材派遣事業） 

人材派遣事業の売上高は、会計事務所等の士業法人への専門性の高い人材派遣に対する継続的な需要に支え

られ、堅調に推移した結果920百万円（前年同期比6.2％増）となり、セグメント利益は75百万円（同1.4％増）

となりました。 

 

（２）当期の財政状態の概況 

 （資産） 

当連結会計年度末における流動資産は855百万円となり、前連結会計年度末に比べ40百万円増加いたしました。

これは主に現金及び預金が23百万円増加、流動資産その他に含まれる未収消費税等が８百万円増加したことによる

ものであります。固定資産は312百万円となり、前連結会計年度末に比べ38百万円減少いたしました。これは主に

有形固定資産が９百万円、無形固定資産が22百万円、投資有価証券が５百万円減少したことによるものでありま

す。 

この結果、総資産は、1,168百万円となり、前連結会計年度末に比べ１百万円増加いたしました。 

 

（負債） 

当連結会計年度末における流動負債は258百万円となり、前連結会計年度末に比べ56百万円減少いたしました。

これは主に未払金が28百万円減少、未払法人税等が21百万円減少したことによるものであります。固定負債は395

百万円となり、前連結会計年度末に比べ58百万円減少いたしました。これは主に長期借入金が52百万円減少、退職

給付に係る負債が７百万円減少したことによるものであります。 

この結果、負債合計は、653百万円となり、前連結会計年度末に比べ114百万円減少いたしました。 

 

（純資産） 

当連結会計年度末における純資産合計は514百万円となり、前連結会計年度末に比べ116百万円増加いたしまし

た。これは親会社株主に帰属する当期純利益119百万円増加、その他有価証券評価差額金が３百万円減少したこと

によるものであります。 

この結果、自己資本比率は44.0％（前連結会計年度末は34.1％）となりました。 

 

 

（３）当期のキャッシュ・フローの概況 

当連結会計年度末における現金及び現金同等物（以下「資金」という）の残高は、前連結会計年度末に比べ23百

万円増加し、301百万円となりました。 

当連結会計年度末における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。 
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（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

営業活動により得られた資金は96百万円（前連結会計年度は162百万円の獲得）となりました。これは主に未払

金の減少23百万円、法人税等の支払115百万円による減少の一方、減価償却費23百万円、税金等調整前当期純利益

211百万円による資金の増加によるものであります。 

 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

投資活動により使用した資金は10百万円（前連結会計年度は10百万円の使用）となりました。これは主に、有形

固定資産の取得による支出10百万円によるものであります。 

 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

財務活動により使用した資金は62百万円（前連結会計年度は185百万円の使用）となりました。これは主に、長

期借入金の返済による支出52百万円、上場関連費用の支出9百万円によるものであります。 

 

 

（４）今後の見通し 

当社グループの顧客である中堅・中小企業を取り巻く市場環境は、金融資本市場の変動の影響などに注意が必要

な状況となっており、経営課題は多岐にわたっております。一方で、中堅・中小企業を支える支援機関は不足して

おり、当社グループのサービスを必要とする中堅・中小企業は今後も増加することが見込まれます。 

当社グループでは、中堅・中小企業が抱える経営課題を解決するため、「コンサルティング事業」と「人材派遣

事業」という２つのセグメントを構成し、様々なニーズに応えられるコンサルティングメニューを取り揃えるとと

もに、それらのメニューをワンストップ体制（顧客が複数のサービスを利用する際、複数の窓口に相談する必要が

なく、固有の担当者へ依頼すれば一元でサービス提供を受けられる体制）にて提供しております。 

合わせて、中堅・中小企業の支援機関の一つである士業法人に対して、プロフェッショナル人材の派遣及び経営

コンサルティングサービスの提供を行うことで、士業法人の顧客ニーズ発掘能力の向上及び士業法人からの顧客紹

介の増加を図り、士業法人の顧客に対するサービス提供にも注力してまいりました。 

上記のような状況から、当社グループはこれまで持続的な事業成長を実現しており、今後も成長が継続すること

を見込んでおります。 

 2027年６月期の連結業績予想は以下の通りです。 

（百万円） 

 2026年６月期 2027年６月期 前期増減率 

売上高 2,006 2,188 9.1％ 

コンサルティング事業 1,068 1,271 19.0％ 

人材派遣事業 920 900 △2.2％ 

その他（注） 17 17 0.0％ 

販売費及び一般管理費 1,728 1,865 7.9％ 

人件費 1,419 1,510 6.4％ 

その他 309 355 15.0％ 

営業利益 219 258 18.0％ 

         (営業利益率) (10.9％) (11.8％) (―) 

経常利益 211 235 11.3％ 

親会社株主に帰属する当期純利益 119 132 10.4％ 

（注）「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない不動産賃貸業等であります。 

 

2027年6月期の売上高のうち、コンサルティング事業は前期比19.0％増、人材派遣事業は前期比2.2％減を見込ん

でおり、売上高の合計としては、前期比9.1％増となる2,188百万円を見込んでおります。 

販売費及び一般管理費は、人件費がその多くを占めております。人的資本投資の強化は当社グループにとって重

要事項の一つと位置付けており、人事考課制度に基づく昇給、新規採用計画に基づく人件費の増加等を考慮の上、

人件費として前期比6.4％増となる1,510百万円を見込んでおります。人件費を含む販売費及び一般管理費として

は、前期比7.9％増となる1,865百万円を見込んでおります。 

営業利益以下の各利益の水準については上表に記載の通りです。 
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２．会計基準の選択に関する基本的な考え方 

当社グループは、国内の同業他社との比較可能性を確保するため、会計基準につきましては日本基準を適用してお

ります。 
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３．連結財務諸表及び主な注記 

（１）連結貸借対照表 

  （単位：千円） 

 
前連結会計年度 

（2025年６月30日） 
当連結会計年度 

（2026年６月30日） 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 ※ 288,424 ※ 311,802 

売掛金 495,151 492,228 

未収入金 11,914 11,560 

その他 19,986 40,086 

貸倒引当金 △366 △452 

流動資産合計 815,110 855,227 

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 125,166 118,275 

工具、器具及び備品（純額） 13,198 11,493 

その他（純額） 1,569 1,045 

土地 57,000 57,000 

有形固定資産合計 196,934 187,815 

無形固定資産   

のれん 52,982 33,716 

その他 7,865 4,766 

無形固定資産合計 60,848 38,482 

投資その他の資産   

投資有価証券 20,160 14,439 

差入保証金 1,100 1,100 

敷金 33,656 31,190 

繰延税金資産 17,741 16,317 

固定化営業債権 749 1,622 

その他 21,203 22,877 

貸倒引当金 △707 △962 

投資その他の資産合計 93,903 86,585 

固定資産合計 351,686 312,883 

資産合計 1,166,797 1,168,110 
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  （単位：千円） 

 
前連結会計年度 

（2025年６月30日） 
当連結会計年度 

（2026年６月30日） 

負債の部   

流動負債   

買掛金 2,662 2,699 

１年内返済予定の長期借入金 52,392 52,392 

未払金 53,537 25,224 

未払費用 52,417 56,790 

未払法人税等 64,594 42,606 

未払消費税等 51,214 41,775 

賞与引当金 17,858 10,844 

その他 19,909 26,180 

流動負債合計 314,586 258,512 

固定負債   

長期借入金 440,161 387,769 

繰延税金負債 ― 799 

退職給付に係る負債 14,075 6,755 

固定負債合計 454,236 395,324 

負債合計 768,823 653,836 

純資産の部   

株主資本   

資本金 45,000 45,000 

資本剰余金 33,850 33,850 

利益剰余金 312,450 432,424 

株主資本合計 391,300 511,274 

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 6,673 2,998 

その他の包括利益累計額合計 6,673 2,998 

純資産合計 397,974 514,273 

負債純資産合計 1,166,797 1,168,110 
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（２）連結損益計算書及び連結包括利益計算書 

（連結損益計算書） 

  （単位：千円） 

 
前連結会計年度 

（自 2024年７月１日 
至 2025年６月30日） 

当連結会計年度 
（自 2025年７月１日 
至 2026年６月30日） 

売上高 2,008,259 2,006,021 

売上原価 73,444 58,240 

売上総利益 1,934,815 1,947,781 

販売費及び一般管理費 1,648,398 1,728,389 

営業利益 286,416 219,391 

営業外収益   

受取利息 110 470 

受取配当金 618 604 

受取手数料 713 464 

その他 179 62 

営業外収益合計 1,621 1,601 

営業外費用   

支払利息 5,775 4,425 

上場関連費用 7,074 4,901 

その他 0 5 

営業外費用合計 12,849 9,332 

経常利益 275,189 211,660 

特別利益   

投資有価証券売却益 596 － 

特別利益合計 596 － 

特別損失   

固定資産除却損 11 0 

特別損失合計 11 0 

税金等調整前当期純利益 275,773 211,660 

法人税、住民税及び事業税 102,725 87,417 

法人税等調整額 4,133 4,268 

法人税等合計 106,858 91,686 

当期純利益 168,915 119,974 

親会社株主に帰属する当期純利益 168,915 119,974 
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（連結包括利益計算書） 

  （単位：千円） 

 
前連結会計年度 

（自 2024年７月１日 
至 2025年６月30日） 

当連結会計年度 
（自 2025年７月１日 
至 2026年６月30日） 

当期純利益 168,915 119,974 

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 1,917 △3,675 

その他の包括利益合計 1,917 △3,675 

包括利益 170,832 116,299 

（内訳）   

親会社株主に係る包括利益 170,832 116,299 
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（３）連結株主資本等変動計算書 

前連結会計年度（自 2024年７月１日 至 2025年６月30日） 

（単位：千円） 
 

 
株主資本 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 株主資本合計 

当期首残高 45,000 33,850 143,535 222,385 

当期変動額     

親会社株主に帰属する当期純利
益 

  168,915 168,915 

株主資本以外の項目の当期変動
額（純額） 

    

当期変動額合計 ― ― 168,915 168,915 

当期末残高 45,000 33,850 312,450 391,300 

 

 

その他の包括利益累計額 

  純資産合計 
その他有価証券評
価差額金 

その他の包括利益
累計額合計 

当期首残高 4,756 4,756 227,141 

当期変動額    

親会社株主に帰属する当期純利
益 

  168,915 

株主資本以外の項目の当期変動
額（純額） 

1,917 1,917 1,917 

当期変動額合計 1,917 1,917 170,832 

当期末残高 6,673 6,673 397,974 
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当連結会計年度（自 2025年７月１日 至 2026年６月30日） 

（単位：千円） 
 

 
株主資本 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 株主資本合計 

当期首残高 45,000 33,850 312,450 391,300 

当期変動額     

親会社株主に帰属する当期純利
益 

  119,974 119,974 

株主資本以外の項目の当期変動
額（純額） 

    

当期変動額合計 ― ― 119,974 119,974 

当期末残高 45,000 33,850 432,424 511,274 

 

 

その他の包括利益累計額 

  純資産合計 
その他有価証券評
価差額金 

その他の包括利益
累計額合計 

当期首残高 6,673 6,673 397,974 

当期変動額    

親会社株主に帰属する当期純利
益 

  119,974 

株主資本以外の項目の当期変動
額（純額） 

△3,675 △3,675 △3,675 

当期変動額合計 △3,675 △3,675 116,299 

当期末残高 2,998 2,998 514,273 
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（４）連結キャッシュ・フロー計算書 

  （単位：千円） 

 
前連結会計年度 

（自 2024年７月１日 
至 2025年６月30日） 

当連結会計年度 
（自 2025年７月１日 
至 2026年６月30日） 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前当期純利益 275,773 211,660 

減価償却費 25,833 23,965 

のれん償却額 19,266 19,266 

貸倒損失 100 207 

投資有価証券売却益 △596 － 

固定資産除却損 11 0 

上場関連費用 7,074 4,901 

受取利息及び受取配当金 △729 △1,074 

支払利息 5,775 4,425 

貸倒引当金の増減額（△は減少） △2,985 340 

賞与引当金の増減額（△は減少） 2,977 △7,014 

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） △5,502 △7,319 

売上債権の増減額（△は増加） △89,829 2,923 

未収入金の増減額（△は増加） △1,823 353 

仕入債務の増減額（△は減少） 857 36 

未払金の増減額（△は減少） 22,847 △23,411 

未払費用の増減額（△は減少） △15,212 4,372 

前受金の増減額（△は減少） ― 5,566 

預り金の増減額（△は減少） 5,768 255 

未払消費税等の増減額（△は減少） △2,076 △16,228 

前払金の増減額（△は増加） △2,506 △778 

前払費用の増減額（△は増加） 931 △4,705 

長期前払費用の増減額（△は増加） 339 170 

その他 △797 △2,618 

小計 245,497 215,294 

利息及び配当金の受取額 693 1,036 

利息の支払額 △6,322 △4,425 

法人税等の支払額 △77,201 △115,641 

営業活動によるキャッシュ・フロー 162,666 96,263 

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出 △10,784 △10,802 

無形固定資産の取得による支出 △1,023 ― 

投資有価証券の売却による収入 1,000 ― 

投資活動によるキャッシュ・フロー △10,807 △10,802 

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） △125,000 ― 

長期借入金の返済による支出 △56,758 △52,392 

上場関連費用の支出 △3,300 △9,700 

財務活動によるキャッシュ・フロー △185,058 △62,092 

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △33,199 23,368 

現金及び現金同等物の期首残高 311,619 278,419 

現金及び現金同等物の期末残高 ※ 278,419 ※ 301,787 
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（５）連結財務諸表に関する注記事項 

（継続企業の前提に関する注記） 

該当事項はありません。 

 

（セグメント情報等の注記） 

１．報告セグメントの概要 

当社グループの報告セグメントは、当社グループの構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役

会が、経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。 

当社グループは、本社にサービスの種類別に事業本部を設置しており、各事業本部は、提供するサービスについて

包括的な戦略を立案し、事業活動を展開しております。 

したがって、当社グループは、事業本部を基礎としたサービスの種類別のセグメントから構成されており、「コン

サルティング事業」、「人材派遣事業」の２つを報告セグメントとしております。 

「コンサルティング事業」は、経営コンサルティング業務、ＢＰＯ・ＤＸ支援業務、Ｍ＆Ａ支援業務、不動産・リ

スクマネジメント業務、パブリックコンサルティング業務を行っております。「人材派遣事業」は、士業法人向けに

人材派遣業務を行っております。 

 

２．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額の算定方法 

報告されている事業セグメントの会計処理方法は、連結財務諸表作成を作成するために採用される会計方針に準拠

した方法であります。 

報告セグメントの利益は、営業利益ベースの数値であります。 

セグメント間の内部収益及び振替高は市場実勢価格に基づいております。 

 

３．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額に関する情報 

前連結会計年度（自 2024年７月１日 至 2025年６月30日） 

（単位：千円） 

 

報告セグメント 
その他 

（注）１ 
合計 

調整額 

（注）２、３ 

連結財務諸表

計上額 

（注）４ 
コンサルテ

ィング事業 

人材派遣 

事業 
計 

売上高        

外部顧客への売上高 1,124,212 866,754 1,990,967 17,292 2,008,259 ― 2,008,259 

セグメント間の内部

売上高又は振替高 
137,120 58,904 196,024 56,820 252,844 △252,844 ― 

計 1,261,332 925,658 2,186,991 74,112 2,261,103 △252,844 2,008,259 

セグメント利益 208,133 74,442 282,575 23,841 306,416 △20,000 286,416 

セグメント資産 805,431 273,244 1,078,675 180,619 1,259,295 △92,497 1,166,797 

セグメント負債 699,537 161,355 860,893 427 861,320 △92,497 768,823 

その他の項目        

減価償却費 18,313 685 18,999 6,834 25,833 ― 25,833 

のれんの償却額 19,266 ― 19,266 ― 19,266 ― 19,266 

有形固定資産及び無

形固定資産の増加額 
7,157 ― 7,157 3,673 10,830 ― 10,830 

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない不動産賃貸業等であります。 

  ２．セグメント利益の調整額△20,000千円は、セグメント間取引消去額であります。 

  ３．セグメント資産及びセグメント負債の調整額△92,497千円は、セグメント間の債権債務消去であります。 

  ４．セグメント利益は、連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。 
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当連結会計年度（自 2025年７月１日 至 2026年６月30日） 

（単位：千円） 

 

報告セグメント 
その他 

（注）１ 
合計 

調整額 

（注）２ 

連結財務諸表

計上額 

（注）３ 
コンサルテ

ィング事業 

人材派遣 

事業 
計 

売上高        

外部顧客への売上高 1,068,246 920,483 1,988,729 17,292 2,006,021 ― 2,006,021 

セグメント間の内部

売上高又は振替高 
130,320 50,404 180,724 57,900 238,624 △238,624 ― 

計 1,198,566 970,888 2,169,454 75,192 2,244,646 △238,624 2,006,021 

セグメント利益 121,231 75,518 196,749 22,641 219,391 ― 219,391 

セグメント資産 762,086 308,104 1,070,190 179,826 1,250,016 △81,906 1,168,110 

セグメント負債 590,266 145,048 735,315 428 735,743 △81,906 653,836 

その他の項目        

減価償却費 16,379 682 17,061 6,903 23,965 ― 23,965 

のれんの償却額 19,266 ― 19,266 ― 19,266 ― 19,266 

有形固定資産及び無

形固定資産の増加額 
8,033 ― 8,033 1,247 9,281 ― 9,281 

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない不動産賃貸業等であります。 

  ２．セグメント資産及びセグメント負債の調整額△81,906千円は、セグメント間の債権債務消去であります。 

  ３．セグメント利益は、連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。 

 

（連結キャッシュ・フロー計算書関係の注記） 

※ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

 
前連結会計年度 

（自 2024年７月１日 
至 2025年６月30日） 

当連結会計年度 
（自 2025年７月１日 
至 2026年６月30日） 

現金及び預金勘定 288,424千円 311,802千円 

預入期間が３か月を超える定期預金 △10,004 △10,015 

現金及び現金同等物 278,419 301,787 

 



- 14 - 

 

（１株当たり情報の注記） 
 

前連結会計年度 

（自 2024年７月１日 

  至 2025年６月30日） 

当連結会計年度 

（自 2025年７月１日 

  至 2026年６月30日） 

１株当たり純資産額 349.81 円 452.03 円 

１株当たり当期純利益 148.47 円 105.45 円 

潜在株式調整後１株当たり当期純利益 ― 円 ― 円 

（注）１．潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式は存在するものの、当社株式は非上場であるた

め、期中平均株価が把握できませんので記載しておりません。 

２．当社は、2024年10月16日開催の取締役会決議に基づき、2024年11月13日付で普通株式１株につき100株の割

合で株式分割を行っております。前連結会計年度の期首に当該株式分割が行われたと仮定して１株当たり純

資産額及び１株当たり当期純利益を算定しております。 

３．１株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

 

 
前連結会計年度 

（自 2024年７月１日 

  至 2025年６月30日） 

当連結会計年度 

（自 2025年７月１日 

  至 2026年６月30日） 

１株当たり当期純利益   

 
親会社株主に帰属する当期純利益（千円） 168,915 119,974 

 
普通株主に帰属しない金額（千円） ― ― 

 
普通株式に係る親会社株主に帰属する当期純利益（千

円） 
168,915 119,974 

 
普通株式の期中平均株式数（株） 1,137,700 1,137,700 

 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり

当期純利益の算定に含めなかった潜在株式の概要 

第１回新株予約権 

1,386個 

（普通株式138,600株） 

発行日 2023年４月27日 

 

第２回新株予約権 

29個 

（普通株式2,900株） 

発行日 2024年４月25日 

 

第３回新株予約権 

７個 

（普通株式700株） 

発行日2024年10月15日 

第１回新株予約権 

1,313個 

（普通株式131,300株） 

発行日 2023年４月27日 

 

第２回新株予約権 

19個 

（普通株式1,900株） 

発行日 2024年４月25日 

 

第３回新株予約権 

７個 

（普通株式700株） 

発行日2024年10月15日 
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（重要な後発事象の注記） 

（一般募集による新株式の発行） 

   当社は、2026年９月18日付で名古屋証券取引所ネクスト市場に株式を上場いたしました。この上場にあたり、2026

年８月14日及び2026年８月31日開催の取締役会において、次のとおり新株式の発行を決議し、2026年９月17日に払込

が完了いたしました。 

① 募集方法 ：一般募集（ブックビルディング方式による募集） 

② 発行する株式の種類及び数 ：普通株式 140,000株 

③ 発行価格 ：１株につき 金 720円 

一般募集はこの価格にて行いました。 

④ 引受価額 ：１株につき 金 662.4円 

この価額は当社が引受人より１株当たりの新株式払込金として受け取った金額であります。 

なお、発行価格と引受価額との差額の総額は、引受人の手取金となります。 

⑤ 資本組入額 ：１株につき 331.2円 

⑥ 発行価格の総額 ：100,800千円 

⑦ 払込金額の総額 ：92,736千円 

⑧ 資本組入額の総額 ：46,368千円 

⑨ 払込期日 ：2026年９月17日 

⑩ 資金の使途 ：今後の人的資本投資のために、優秀な人材の確保を目的とした人材採用費、人件費 

 及び人材育成を目的とした研修費等に充当する予定 

 

（第三者割当による新株式の発行） 

   当社は、2026年９月18日付で名古屋証券取引所ネクスト市場に株式を上場いたしました。この上場にあたり、2026

年８月14日及び2026年８月31日開催の取締役会において、東海東京証券株式会社が行うオーバーアロットメントによ

る売出しに関連して、同社を割当先とする第三者割当増資による新株式の発行を次のとおり決議しました。 

① 募集方法 ：第三者割当（オーバーアロットメントによる売出し） 

② 発行する株式の種類及び数 ：普通株式 30,000株 

③ 割当価格 ：１株につき 金 662.4円 

④ 資本組入額 ：１株につき 331.2円 

⑤ 割当価格の総額 ：19,872千円 

⑥ 資本組入額の総額 ：9,936千円 

⑦ 払込期日 ：2026年10月20日 

⑧ 割当先 ：東海東京証券株式会社 

⑨ 資金の使途 ：「一般募集による新株式の発行 ⑩ 資金の使途」と同一であります。 

 

 

 

 


